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うち 不良債権処理額 （△）
うち 株式等関係損益

＋２２９△１３８△３６８臨時損益

△３８
＋２０４

１４９
２９

１８８
△１７５

＋３３６５０５１６９経常利益

＋６４△２特別損益

＋３４２５０９１６７税引前当期純利益

＋１４９１８８３９法人税等合計 （△）

＋１９３３２１１２８当期純利益

＋１０７６４３５３７業務純益

△７２８３１５５一般貸倒引当金繰入額 （△）

△１６６７５６９０基礎的業務純益 ※2

△２７９３７９６経 費（△）

＋３５７２７６９２実質業務純益 ※1

20年度〔単体〕
（億円） 増減

21年度

△１９３１，８６０２，０５４経常収益

△４
△９
△６

＋５２
（＋５１）

１，２９３
１４５
１２
７０

（５２）

１，２９７
１５４
１８
１８
（１）

資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
（国債等債券関係損益）

＋３３１，５２０１，４８７業務粗利益

※1 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
※2 基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

平成21年度決算概要①

国内外金利低下による資金運用収益の減少を主因
に、前年度比△193億円減収の1,860億円を計上

前年度比△193億円減収（2期連続）経 常 収 益

前年度比＋33億円増益（6期連続）業務粗利益

国債等債券関係損益の改善により、前年度比＋33億
円の１,520億円と6期連続の増益

【過去最高益】

前年度比＋107億円増益（3期振り）業 務 純 益

一般貸倒引当金繰入額の減少等により、前年度比
＋107億円増益の643億円を計上

【過去最高益】

1

業務純益の増加に加えて、株式等関係損益および
不良債権処理額を中心とする臨時損益の改善によ
り、前年度比＋336億円増益の505億円を計上

特別損益の改善もあり、前年度比＋193億円増益
の321億円を計上

前年度比＋336億円増益（3期振り）経 常 利 益

前年度比＋193億円増益（3期振り）当 期純利益



平成21年度決算概要②

21年度20年度

〔連結〕
（億円）

増減

連結経常利益

連結経常収益

＋１９７３２８１３０連結当期純利益

＋３３９５３９２００

△１７７２，１４５２，３２２

〈連単倍率〉 増減

１．０２倍

１．０７倍

21年度

△０．１１倍経常利益

０．００倍当期純利益

2

2期連続減収連 結 経 常 収 益

3期振り増益連 結 経 常 利 益

3期振り増益連 結 当 期 純 利 益

1,233 1,243
1,335 1,365

1,487 1,520

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

（億円）

業務粗利益の推移（単体）



資金利益

１．３０％

０．１４％

１．７７％

21年度

＋０．０１％

△０．１１％

△０．２０％
増減

０．２５％預金等利回り

有価証券利回り

貸出金利回り

１．２９％

１．９７％

20年度

国内業務部門 1,178億円（前年度比△22億円）、国際業務部門 116億円（前年度比＋19億円）

国 内 業 務 部 門

総貸出金平残の推移

預金等平残の推移

（億円）

73,856

70,961
69,893

19年度 20年度 21年度

うち国内店

71,191 72,053
74,869

資 金 利 益 の 内 訳

９７

１７８

２１１

１，１８０

１，２００

１，２９７

20年度
増減

１１６

１０７

２０４

１，０８６

１，１７８

１，２９３

21年度

△４合 計

＋１９国際業務部門

△７１〃預金等利息 （△）

△７〃有価証券利息配当金

△９３うち貸出金利息

△２２国内業務部門

（億円）

61,642
60,182

56,961

19年度 20年度 21年度

うち国内店

57,913

61,432
62,752

１．５６％

21年度

＋０．３０％
増減

運用・調達ﾚｰﾄ差 １．２６％

20年度

国 際 業 務 部 門

（億円）

有価証券平残の推移

15,63116,21616,513

19年度 20年度 21年度

うち国内

（億円）

21,056 20,210
19,118

3

年率
＋2.1％

年率
＋3.9％



貸出金と県内シェア推移

17年度からの5年間において、総貸出金平残は＋12,589億円増加。県内は＋8,293億円

（うち中小企業向け貸出金平残＋4,612億円、消費者ローン平残＋6,576億円）

中小企業向け貸出金残高（平残）の推移

（億円）

20,0594,041
4,530

5,138
5,631

18,744

19,499

18,019
17,305

16,908

5,5025,904

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

うち静岡県内

20,949
21,835

23,157
24,375

25,403 25,561

15,119

16,107
16,965

14,043

12,914

11,966

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

うち静岡県内

14,164

15,281

16,727

18,192

19,553

20,740

消費者ローン残高（平残）の推移

（億円）

総貸出金平残の推移

（億円）

38,585 40,660 42,411
34,118 35,109 36,853

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

うち静岡県内

50,163 51,862
54,955

57,913
61,432 62,752

県内貸出金シェアの推移

26.0% 26.5% 27.3%
28.9%

24.5% 23.9% 23.9%

10.0% 9.8% 9.4% 9.2% 9.0% 8.0%

29.1%
28.0%

24.2%24.2%24.4%

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
4

＋＋12,58912,589 ＋＋4,6124,612

＋＋6,5766,576

信用金庫

静岡銀行

メガバンク

＋＋8,2938,293

＋＋3,1513,151

＋＋4,9994,999



法人部門 ～地域密着型金融～

先進的な取組みを通じた揺るぎないﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟの構築
⇒シェアアップに結びついている

〔成約実績および融資実行額〕

2,595件2,257件822件実 績

20年度

323億円 344億円439億円融資額

21年度19年度ビジネス

マッチング

会員数（22年3月末）

869社、1,307名

セミナー・視察会の参加者数

のべ3,052名

経営改善支援
事業再生支援

〔事業再生支援完了件数〕

20件17件19件件数

20年度 21年度19年度

5



個人部門 ～消費者ローンの増強～

2,197

2,367

2,683

3,073

3,446

3,775

11,966

12,914

14,043

15,119

16,107

16,965

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

県外

県内

豊橋ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ
開設

横浜ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ
開設

厚木ﾛｰﾝﾃﾞｽｸ
開設

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

１８４人

７店

１５店

⇒

⇒

⇒

２０８人

７店

１６店

２３０人

８店

１７店

２１８人

７店

１６店

⇒１６７人

６店

１４店

⇒

⇒

県外拠点拡大

チ
ャ
ネ
ル

担い手

ﾛｰﾝﾃﾞｽｸ

ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ

名古屋ﾛｰﾝﾃﾞｽｸ
開設

消費者ローン残高（平残）の推移

固定・変動ミックス型住宅ローン（15年固定金利型）

固定・変動ﾐｯｸｽ型住宅ﾛｰﾝ（変動金利ｽﾀｰﾄ）

6

消費者ローン拠点の拡充、商品ラインナップの充実、 200名を超える専担者の

配置など営業推進体制を整備

住宅ﾛｰﾝ返済資金振替ｻｰﾋﾞｽ
返済条件変更期間付住宅ﾛｰﾝ「5年の安心」

（億円）

14,164

15,281

16,727

18,192

19,553

20,740

＋＋1,1871,187
年率年率6.16.1％％



海外進出サポート体制

投資信託・保険の販売額

欧州静岡銀行

香港支店

シンガポール

駐在員事務所

静岡県
ロスアンゼルス支店

ニューヨーク支店

上海駐在員事務所

欧州
164事業所

アセアン諸国
約310事業所

北米
169事業所

中国
395事業所

829

1,074 1,085
1,158

1,213
1,264 1,285 1,261

655 675
731 781 822 848

15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年

静岡県内企業の海外進出状況

うちアジア

海外進出事業所数

中国建設銀行・ﾊﾞﾝｺｸ銀行
ｸﾚﾃﾞｨ ｱｸﾞﾘｺﾙ ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ ｱﾝﾄﾞ ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ﾊﾞﾝｸ

〈海外金融機関との業務提携〉

7

当行の海外拠点とサポート体制

（出所）静岡県経済産業部

アジアをはじめとする海外へ地域企業が進出

地域金融機関としての海外進出サポートのビジネスモデルを確立し、競争力を強化



752

470 503

219
335

445

512
479

581

432

648

553

19年度上期 19年度下期 20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期

個人年金等

投資信託(静銀ﾃｨｰｴﾑ証券含む）

役務取引等利益・特定取引利益

役務取引等利益は、個人年金保険の販売収益減少などにより前年度比減少

投資信託については、マーケット環境の改善により販売額、収益とも増加

8

投資信託・保険の販売額
（億円）

＋226

投資信託・保険販売手数料の推移

手数料収益（銀行・静銀ﾃｨｰｴﾑ証券）

（億円）

19

14
13

10

31

17

20

14

7

16

2626

19年度上期 19年度下期 20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期

保 険

投資信託
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

37 26 33

177
154 145

12
29

18

12.3%13.1%

17.3%

19年度 20年度 21年度

役務取引利益
特定取引利益

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

（億円）手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

243

199
190

△△99

△△99

△△66



3,640 4,216

2,070 2,388

7,842 6,784

2,451 1,024

4,480 5,853

21年3月末 22年3月末

国債

地方債

社債

株式

その他

有価証券関係損益

国債等債券関係損益 52億円（前年度比＋51億円）、株式等関係損益 29億円（前年度比＋204億円）

（億円）

〈〈国債国債〉〉
＋＋1,3731,373

有価証券残高の推移

20,26520,483

△△218218

１，１４５億円６８６億円うち株式

１，３３２億円６４２億円有価証券評価損益

日経平均株価

４．７３年３．９０年円債デュレーション

２．６０年１．０９年外債デュレーション

１１，０８９．９４円８，１０９．５３円

21年3月末 22年3月末

債券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ・有価証券評価損益の推移

株式等関係損益の内訳

１

６

３６

２９

21年度

＋２８８うち株式等売却益

△２８〃株式等売却損 (△)

△１７３１７４〃株式等償却 (△)

＋２０４△１７５株式等関係損益

20年度
増減（億円）

９７

２２

１２０

１

20年度
増減

１６

３１

９８

５２

21年度

△８１〃国債等債券償還損（△）

＋９〃国債等債券売却損（△）

△２２うち国債等債券売却益

＋５１国債等債券関係損益

（億円）

国債等債券関係損益の内訳

預貸率・預証率の推移

9

81.4%
85.3% 83.8%

28.6% 31.3% 29.8% 29.6% 28.1% 25.5%

102.2%
107.3% 109.6% 110.9% 113.3%

109.3%

76.0%
79.8%

73.5%

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

預証率預貸率

預貸率＋預証率



経費

21年度 793億円（前年度比△2億円削減）、21年9月中間期時点の業績予想値比△33億円削減

OHR（単体） 52.2％（前年度比△1.３％）

投資信託・保険の販売額

325 331 309

407 421 440

45 44 45
777 796 793

56.9%
53.5%

52.2%

19年度 20年度 21年度

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

＋０８０７９７５事務委託費

＋１９４４０４２１４０７物件費

＋１４１４４１３０１２３システム関連

その他 ＋４２１６２１２２０９

20年度 前期比21年度19年度

経費およびＯＨＲの推移

〔ご参考〕人員の推移

物件費の推移
（億円）

７，１８０

２，５４０

２，７５０

４，６４０

４７０

９６３

１１５

７５２

２，１６５

２，９２５

23年3月末
（予想）

うち行員 △２１０３１８３２５

△７５４１，５２０１，５０６営業店バック・アシスト

うち行員 ＋１８３１，９９１１，９８２

＋２４０２，７４２２，６８５営業店フロント

うち行員 △６４５６５５３４

△１３３１，０１３１，０９６本部・融資業務ｾﾝﾀｰ･その他

＋６１３１，８７４１，９２７グループ会社等 計 （B）

△６４７５，２７５５，２８７銀行全体 （A）

７，１４９

２，８７４

22年
3月末

△９１２，８４１うち行員

△３４

（21年
3月末比）

７，２１４

21年
3月末

グループ総人員 （A＋B）

※臨時雇、派遣社員等を含む

（億円）

（人）

＋１９＋１９

△２２△２２

10



ＩＴ戦略

16年度からシステム基盤のオープン化などITインフラ整備に計画的に取組み ⇒ 生産性の向上へ

投資信託・保険の販売額

●回線・・・広域イーサネット網（18年７月）
●情報・・・セキュリティ対策強化（18年6月）

●クライアント・・・オープンプラットフォーム化（18年6月）

●新営業店システム全店展開（20年3月）

●融資支援システム（S-navi）再構築（20年8月）
●営業支援システム（S-prit）との一体化（20年5月）

●融資業務センターの設置（19年1月）

●統合データベースの整備開始（21年5月～）
●オープン系システムの共通インフラ整備開始（21年5月～ ）

イメージ等の大容量データへの対応
情報漏洩・ｳｲﾙｽ感染防止等の強化

営業店BPR（ｼｽﾃﾑ化・標準化・集中化）の推進
（フロント特化型店舗の実現）

融資業務の効率化

情報の標準化・スピードアップ
情報鮮度の向上

マーケティング高度化、商品提供支援機能等の強化
次世代店頭体制、チャネル間情報連携の実現

会計・リスク・収益・人事等のマネジメント情報の一元化
●経営管理基盤の構築

●金融商品販売ｼｽﾃﾑの構築（22年下期）→ＣＲＭへの発展
●諸届受付処理のﾜｰｸﾌﾛｰ化（22年下期）→ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑへの発展

11

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 ・・・・・・

システム基盤のオープン

営業店事務処理の抜本的改革

融資・渉外業務の抜本的改革

全体最適化に向けた基盤の整備

経営戦略実現に繋がるIT機能の提供

ＩＴ戦略の推進
●高水準の生産性 ●顧客ｻｰﾋﾞｽ意思決定のｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟ ●経営自由度の確保 ●ｺｽﾄ競争力の強化

ＩＴガバナンスの強化
●三位一体の組織運営 ●ＩＴの見える化 ●投資コントロール ●リスク極小化



与信費用

与信費用 233億円（前年度比△110億円）、与信費用比率 0.37％（前年度比△0.18％）
一般貸倒引当金繰入額 83億円 （前年度比 △72億円）
不良債権処理額 149億円 （ 〃 △38億円）
うち個別貸倒引当金繰入額 116億円 （ 〃 △40億円）

大口与信先の管理強化（業種別・格付別限度管理、経営者資質判定）

28

68

48

0

50

100

150

18年上期 18年下期 19年上期 19年下期 20年上期 20年下期 21年上期 21年下期

10億円以上

5億円以上10億円未満

3億円以上5億円未満

1億円以上3億円未満

1億円未満

与信残高金額階層別の個別貸倒引当金繰入額推移

（億円）

155

83

26

0.37%

0.07%

0.13%
0.09%

0.55%

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

うち一般貸倒引当金繰入額

与信費用比率

与信費用・与信費用比率の推移

※与信費用＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額
与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残
19年度以降の不良債権処理額には信用保証協会責任共有制度に関する
偶発損失引当金繰入額等を含む

（億円）

47 40

75

343

233

12

与信残高10億円未満先の
不良債権処理費用は40～
70億円で推移・一般貸倒引当金＝債権残高×予想損失率

・予想損失率＝貸倒実績率×平均残存期間
例)消費者ﾛｰﾝ（21年度）

⇒平均残存期間11.04年を適用

34

43

73

34

51

133

53

87



+９７７

（＋８０１）

＋８９２

（＋５８０）

＋６９３

（＋５０６）

＋４８９

（＋３６９）

新規発生

（うち格下）

１，９６８

△７１５

（△６０４）

１８年度

１，９５５

△７０６

（△６００）

１９年度

２，２９５２，０８２リスク管理債権

△７６４

（△６９５）

△７６５

（△５３２）

オフバランス化

（うち破綻懸念先以下）

２１年度２０年度

リスク管理債権
リスク管理債権の総額（単体ベース） 2,295億円（前年度末比 ＋213億円）
リスク管理債権の割合 3.64％（ 〃 ＋0.37ポイント ）、カバー率88.2％
実質的なリスク管理債権（単体ベース） 867億円（ 〃 △15億円）
実質的なリスク管理債権の割合 1.38％（前年度比同水準）

実質的なリスク管理債権22年3月末リスク管理債権の内訳

延滞なし
78%

延滞あり
22%

188億円（8.2％）

1,965億円（85.6％）

142億円（6.2％）

2,295億円

867億円

1,212億円

216億円

2,295億円
破綻先債権

延滞債権

3カ月以上延
滞・貸出条件
緩和債権

【破綻懸念先】
1,587億円
カバー率87.2％

【実質破綻先】
377億円
カバー率100％

【要管理債権】
カバー率52.7％

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

実質的なリスク管理債権

【リスク管理債権比率】

1.38％

〔６９５億円の内訳〕 （億円）

121債権売却

126本人弁済・預金相殺

167格 上 げ

14貸出金償却
（貸引相殺前）

267担保処分・代位弁済

＋２１３

（億円）

不良債権のオフバランス化

13



12.99%

12.76%12.63%

11.39%

12.16%

13.42%
13.76%

14.06%

15.32%

14.12%

14.70%

14.55%

11

13

15

19年3月末 20年3月末 21年3月末 22年3月末

自己資本比率

22年3月末のバーゼルⅡによる自己資本比率 15.32％（前年度末比＋1.20ポイント）

TierⅠ比率 14.06％、中核自己資本比率 12.99％

BIS自己資本比率（連結ベース）
（％）

－

３，０２１

２０５

４１，６６３

４４，８８９

６７６

５，８３３

６，３１４

６，８７８

22年

3月末

＋６７２，９５４２，８３７２，７０９
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ
相当額に係る額

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ ＋３８５２９１７９１１，３６５

△４３２４８２２０２２０
マーケット・リスク相
当 額 に 係 る 額

＋７４１４４，１４８４４，２３２４７，５４９リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

＋７１７４０，９４６４０，８９５４４，６２０
信 用 リ ス ク ・

アセットの額

２８０

５，５８９

５，９３８

６，５０４

20年

3月末

－

５，４２１

５，７８５

６，９１９

19年

3月末

＋６４４６，２３４自 己 資 本

フ ロ ア 調 整 額

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

－

５，６３３

６，０７８

21年

3月末

－

＋２００

＋２３６

21年

3月末比

うち中核自己資本

（億円）

【参考】中核自己資本比率=TierⅠ-繰延税金資産相当額※

※その他有価証券評価差額金等対応分を除く

自己資本およびリスク・アセット等の推移

11.78％6,723億円792億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

アウトライヤー比率（単体ベース）

14

中核自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

ＢＩＳ自己資本比率



資本政策①

22年1月に「株式売出し」を実施 ⇒ 株主数の増加、株式の流動性向上

第10次中期経営計画の目標「地域の個人株主の増加」

個人株主の増加

＋２．４％１９．１％１６．７％（個人保有株数割合）

＋５，２２２先２８，８０６先２３，５８４先株主数全体

＋４，９１６先２６，９９８先２２，０８２先うち個人株主数

21年3月 増減22年3月

大口株主4社
売出し株数２９，９００千株
（ｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄ含む）

リテール投資家

２７，０７０千株（90.5％）

機関投資家

２，８３０千株（9.5％）

15



資本政策②

21年度1株当たり配当額（13円）は地銀最高水準（配当性向28.20％、配当利回り1.59％）

21年度は5,000千株の自己株式取得を実施

22年5月14日、10,000千株の自己株式取得を公表

13.00円（6.50円）13.00円13.00円13.00円13.00円一株当たり配当額（年間）

1.03％

18年度

1.47％

20年度

1.59％

21年度

―

22年度予想

1.10％配当利回り(配当/期末株価)

19年度

（ ）は中間配当額

40.64

28.20

321

131

40

91

21年度

70.85

70.85

128

91

－

91

20年度

56.39

29.72

300

169

80

89

22年度
予想

2,478（累計）352363当期純利益④

25.39

25.39

92

－

92

18年度

61.82

25.96

218

126

91

19年度

687（累計）年間配当額①

798（累計）自己株式取得額②

1,486（累計）株主還元額③＝①＋②

27.74（平均）配当性向①/④×100

59.96（平均）株主還元率③/④×100

12～21年度実績
（10年間）

（単位：億円、％）

※22年度自己株式取得額は10,000千株、1株当たり800円にて試算

配当額の推移

株主への利益配分の状況

16



平成22年度業績予想

△７２６５５７２７実質業務純益

△７４

△２１

△５

△３

△４５

△２５

△４３

△２８

＋２５

△４７

△６０

前年度比

５００５０５経常利益

８１８７９３経 費 （△）

３００３２１当期純利益

１５９２３３与信費用 （△）

２９

１４９

６７５

６４３

８３

１，５２０

１，８６０

２１年度実績

１０４不良債権処理額 （△）

６５０基礎的業務純益

１，８００経常収益

業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

２６株式等関係損益

６００

５５

１，４７３業務粗利益

２２年度予想【静岡銀行単体】

△ ２１

△２

△６５

前年度比

２，０８０２，１４５連結経常収益

３２８

５３９

２１年度実績

５３７連結経常利益

連結当期純利益 ３０７

２２年度予想【連 結】

17



【参考資料】



貸出金

21年度の貸出金残高（平残）62,752億円、前期比＋1,320億円（年率＋2.1％）

57,913
61,432 62,752

38,585 40,660 42,411

19年度 20年度 21年度

銀行全体 うち静岡県内

【中小企業貸出】
平残25,561億円
前年度比＋158億円増加（年率＋0.6％）
※保証協会利用状況：平残6,849億円

【個人貸出】
平残20,685億円
前年度比＋1,196億円増加（年率＋6.1％）

＋＋11,,751751

＋1,320

【21年度貸出金増減額内訳（前期比）】

＋
１
，
３
２
０

企業規模別 貸出金残高（平残）の増減 うち中小企業向け貸出金残高（平残）の推移 うち個人向け貸出金残高（平残）の推移

中小企業
＋158

海外
△140

大・中堅企業
＋62

（億円）

個人
＋1,196

公共向け
＋44

18

25,56125,403
24,375

20,059
19,499

18,744

19年度 20年度 21年度

銀行全体 うち静岡県内

※地方公社を含まない （億円）

20,685

19,489

18,162

17,004

16,142

15,178

19年度 20年度 21年度

銀行全体 うち静岡県内

＋＋868622

＋1,196

＋＋560560

（億円）

～～ ～～

＋158



業種別貸出金

宿泊業

卸売業

物品賃貸業

不動産業

貸金業・投資業等
小売業

建設業

輸送用機械

500

1,500

2,500

3,500

4,500

5,500

0.1 0.5 0.9 1.3

【与信残高対予想損失率(※) 】

与

信

残

高

（億円）

（%）
※ 予 想 損 失 額 ( Ｅ Ｌ ) ÷ 与 信 残 高

△２０５５．２２，３１２物品賃貸業

△７０４１２．２５，４３４卸 売 業

＋５３

△２２５

△３８０

△２３６

△４１

＋７５

△２，０５０

前年度比

不 動 産 業

１００．０４４，５８６全 体

宿 泊 業

小 売 業

輸送用機械

貸 金 業 ･
投 資 業 等 ５．３２，３８２

８．０３，５４６

５．７２，５４４

１．９８３３

６．８３，０２７建 設 業

７．７３，４１４

残高 構成比

（実質破綻先以下は除く）（億円、％）

【与信残高(22年3月末)】

事業性貸出金に占める特定業種の状況

19

とくに不動産業、建設業、貸金業･投資業等、物品賃貸業の事業性貸出金に占める割合はいずれも8％以下
であり、これら業種への与信集中はない

予測損失額(EL)は与信全体で144億円（不動産業13億円、建設業10億円）

信用リスク量(UL)は与信全体で630億円



有価証券

22年3月末の有価証券残高20,265億円（21年3月末比 △218億円）

22年3月末の株式・債券・投資信託等の有価証券評価損益＋1,332億円（同 ＋690億円）

20

（億円）

有価証券残高の推移

3,640 4,216

2,070 2,388

7,842 6,784

2,451 1,024

4,480 5,853

21年3月末 22年3月末

国債

地方債

社債

株式

その他

〈〈国債国債〉〉
＋＋1,3731,373

20,26520,483

△△218218

１，１４５億円６８６億円うち株式

１，３３２億円６４２億円有価証券評価損益

日経平均株価

４．７３年３．９０年円債デュレーション

２．６０年１．０９年外債デュレーション

１１，０８９．９４円８，１０９．５３円

21年3月末 22年3月末

債券平均残存期間・有価証券評価損益の推移

公社公団債
1,402(+24)その他金融

機関債等
4,973(＋105)

政府保証債
409(+9)

その他4,216億円の内訳
(前期比＋576億円)

投資信託
240(＋12)

邦貨外国証券
179 (＋2)

外貨外国証券
3,707(＋17)

その他90 (＋1)

社債6,784億円の内訳
(前期比△1,058億円)

２１/3比（簿価）

△８４

△１１

＋１，２１９

（評価損益）

△２

△０

＋１４

１８２フレディマック

３，１０６ジニーメイ

２０ファニーメイ

モーゲージ債の内訳

（億円）

※（ ）内は評価損益



預金

21年度の預金等残高（平残）74,869億円、前期比＋2,816億円（年率＋3.9％）

71,191

74,869

72,053
73,080

70,470

69,171

63,357

61,341
60,353

19年度 20年度 21年度

銀行全体 国内店 静岡県内

（億円）

～～

＋＋22,,816816

67,592

譲渡性預金除き

65,573

68,351

66,768

59,536

68,632

61,290

＋＋2,2,610610

＋＋2,02,01616

70,422

・国内営業店 73,080億円

（前年度比＋2,610億円・年率＋3.7％）

うち県内 63,357億円

（同 ＋2,016億円・年率＋3.2％）

うち個人 51,409億円

（同 ＋962億円・年率＋1.9％）

うち法人 18,216億円

（同 ＋931億円・年率＋5.3％）

【増減額内訳（前年同期比）】 （億円）

預金等残高（平残）増減額の内訳

＋
２
，
８
１
６

海外
△７８

オフショア
＋２８４

金融･公金
＋７１７

個人
＋９６２

法人
＋９３１

うち法人預金等残高（平残）の推移うち個人預金等残高（平残）の推移

58,343

21

18,216

17,285
16,961

14,177
13,54713,366

19年度 20年度 21年度

国内店 静岡県内

～～

＋＋931931

＋＋663030

14,518

12,223

14,529

12,168

15,425

12,864

44,913
46,102

47,073

51,409
50,447

49,255

19年度 20年度 21年度

国内店 静岡県内

～～

＋＋962962

49,250

44,907

譲渡性預金除き

50,434

46,089

51,400

47,064

＋＋971971

譲渡性預金除き

（億円）（億円）



預貸金利回り

22年3月の預貸金利回り差は、21年3月比 △0.04ポイント

円貨貸出金・預金構成の変化（単月比較）

1.77 1.76 1.76 1.75 1.74
1.78

2.02 2.04
2.01

1.96 1.94

1.88
1.84 1.86 1.84

1.82
1.79 1.79 1.78

1.551.551.561.571.581.59

1.82 1.84
1.81

1.77
1.75

1.67 1.65 1.65
1.62 1.61 1.60 1.60 1.59

2.09 2.08 2.07 2.06 2.05
2.09

2.38 2.38 2.37

2.31 2.30
2.26

2.22 2.21 2.20
2.17

2.12 2.11 2.10

20/9月 12月 21/3月 9月 12月 22/3月

（％）

法 人

個 人

〔21年3月〕 〔22年3月〕 （兆円、％）

３．０

３．９

７．２

１．６

１．６

２．９

４．５

６．１

平残（構成比）

（41.1）

（55.4）

（100.0）

（28.6）

（26.2）

（43.6）

（71.4）

（100.0）

０．３７

０．０２

０．１８

１．９５

１．０９

２．１９

１．８０

１．８４

利回り

（41.3）

（53.9）

（100.0）

（26.3）

（25.4）

（46.8）

（73.7）

（100.0）

定期性預金

流動預金

０．１２７．１預 金

０．０２３．９

２．０８２．７
短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ

基準

市場連動

１．９１１．８固定金利

２．８

１．６

４．４

６．２

平残（構成比）

０．８６

０．２４

１．６７

１．７４

利回り

変動金利

貸出金

＋１．６６＋１．６６〔預貸利回り差〕 △0.04

※預金はNCDを含む

＋１．６２＋１．６２

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

1.32
1.34

1.32 1.33
1.30

1.25 1.24 1.23

1.19
1.16 1.15 1.14 1.13 1.13

1.11

1.08 1.07

1.04 1.03

1.84 1.84 1.83 1.83 1.83

2.11 2.11
2.09

2.03
2.01

1.93
1.91

1.89
1.87 1.86 1.86 1.86 1.85 1.85

20/9月 12月 21/3月 6月 9月 12月 22/3月

（％）

大･中堅企業

中小企業

～～

～～

0.50％

政策金利 0.10％

0.30％

△０．１０△０．１０

△０．０６△０．０６
22
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預り資産

22年3月末の個人預り資産残高（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）は、64,578億円（21年3月末比＋2,680億円）

資産運用商品（円貨預金、譲渡性預金を除く）は、13,350億円（同＋1,938億円）

4,374

4,183
4,199

5,453

2,486

3,208

51,221
50,473

49,375

7
12

12

331

299

337

160
132

168

4,121

4,275

2,881

20年3月末 21年3月末 22年3月末

（億円）

投資信託

外貨預金

1
３
，
３
５
０
億
円

１
１
，
４
１
３
億
円

１
１
，
８
４
３
億
円

＋＋1,1,９３８９３８

譲渡性預金

61,230
61,898

個人年金保
険等

+1,178

個人預り資産（末残）の推移

＋＋2,6802,680

円貨預金

+747

静銀ﾃｨｰｴﾑ
証券

+722

公共 債

+15

64,578

553
432

648 581 511

479

19年度 20年度 21年度

下期

上期

（億円）

投資信託販売額の推移

個人年金保険等販売額の推移

469

219 444

336
503

753

19年度 20年度 21年度

下期

上期

（億円）

1,222

722 780

1,201

1,013 990
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リスク資本配賦

21年度下期のリスク資本配賦額は5,833億円。うち信用リスク1,263億円、市場リスク2,464億円、

オペレーショナルリスク239億円、バッファー資本等1,867億円

１００％２３９２３９ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ

２４％

－

３６％

７５％

２６％

０％

１２％

８５％

１，４０８３，９６６小 計

１，４０８５，８３３合 計

－

４３

（１６）

（０）

３１７

８０９

（６０）（うち海外店）

（１，５００）（うち政策投資）

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等

連結子会社

資金証券部門

支店営業部門

２，７１９

５８

１，８６７

９５０

リスク資本
配賦額

リスク資本
使用額

配賦原資

※リスク資本使用額＝〈貸出金〉VaR‐不良債権処理額

〈投資有価証券〉 VaR‐評価益

〈その他〉VaR

※バッファー資本は、東海地震等非常時や計量化できない

リスク等への備え

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ
２３９

市場リスク
２，４６４

バッファー資本等
１，８６７

信用リスク
１，２６３

中核自己資本
５，８３３億円

(22年3月末基準)

（億円）

リスク資本
使用率
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グループ会社の状況

グループ会社（連結子会社11社）は、

経常収益450億円（前年度比＋8億円）、経常利益37億円（前年度比＋4億円）の増収増益

７

４５０

４７

８

３４

６

３３

５

２２

１３

５１

２２８

３

経常収益

＋４

＋８

＋０

＋０

△１

△１２

＋８

△２

△１

＋１

△５

＋２０

＋０

前期比

△５

３７

０

０

０

１

１０

１

５

８

３

７

１

経常利益
前期比

△１為替送信･代金取立等の集中処理業務等静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱

＋０経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

△３ﾘｰｽ業務静銀ﾘｰｽ㈱

＋１ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

△０信用保証業務静銀信用保証㈱

△１ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱

△０株式公開支援業務、中小企業再生支援業務静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

＋７金融商品取引業務静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱

＋０銀行業務・金融商品取引業務欧州静岡銀行

＋０労働者派遣業務等静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱

＋０銀行担保不動産の評価･調査業務等静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

＋４合 計 （11社）

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務

業務内容

＋４静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※

会社名

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業

(億円)
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〈経済規模〉静岡県経済は「３％、１０位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで３％、都道府県別で１０位前後に集中して
おり、全国的にも高水準の経済力である

注）製造品出荷額・工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース （※）速報値

４４１４４１２４１０２工場立地件数（静岡県）

８７３１，６３０１，７９１１，７８２〃 （全 国）

－３位３位３位県内製造品出荷額の順位

１位

３，３５５，７８８

１９１，７７７

－

－

１６４，０５８（※）

平成２０年度

５位

－

－

－

－

－

平成２１年度

３，３６７，５６６３，１４８，３４６国内製造品出荷額

１０位１０位県内総生産の順位

１９４，１０２１８２，３４７県内製造品出荷額

１位３位〃 （順 位）

５，２０２，９１５５，１０９，２４７国内総生産

１６９，２７５１６８，６６４県内総生産

平成１９年度平成１８年度

静岡県経済

０．４６倍

０．４０倍

２２年１月

０．４７倍

０．４４倍

２２年２月

０．４５倍

０．４０倍

２１年６月

０．４３倍

０．３９倍

２１年７月

０．４２倍

０．３８倍

２１年８月

０．４３倍

０．３８倍

２１年９月

０．４３倍

０．３８倍

２１年１０月

０．４３倍

０．３８倍

２１年１１月

０．４３倍

０．３８倍

２１年１２月

０．４９倍全 国

０．４５倍静岡県

２２年３月

〈有効求人倍率（季節調整済）〉２１年２月以降、引き続き全国平均を下回っている状況

（億円）
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績

を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。


